
添付資料一覧【住民票の写し、戸籍の附票の写しを請求する場合】

窓口請求 郵送請求

①疎明資料 ①疎明資料

請求対象者と法人の利害関係が証明できるもの
（例：契約書等のコピーなど）

請求対象者と法人の利害関係が証明できるもの
（例：契約書等のコピーなど）

※契約後、法人間での業務委託や債権譲渡がある
場合は、委託契約書・譲渡契約書のコピーも必要

※契約後、法人間での業務委託や債権譲渡がある
場合は、委託契約書・譲渡契約書のコピーも必要

※契約後、契約当時と社名が異なる場合は、履歴
事項証明書のコピーまたはホームページや会社の
パンフレット等で変更したことが分かるものも必要

※契約後、契約当時と社名が異なる場合は、履歴
事項証明書のコピーまたはホームページや会社の
パンフレット等で変更したことが分かるものも必要

②権限確認書類 ②権限確認書類

ａ．請求者が代表者の場合 ａ．請求者が代表者の場合

代表者の資格を証する書面（代表事項証明書また
は登記事項証明書）の原本またはコピー

代表者の資格を証する書面（代表事項証明書また
は登記事項証明書）の原本またはコピー

※支店等が請求する場合は、支店等が記載された
登記事項証明書の原本またはコピーを提出してくだ
さい。

※支店等が請求する場合は、支店等が記載された
登記事項証明書の原本またはコピーを送付してくだ
さい。

※代表事項証明書等の原本は、還付を希望する場
合はお返しします。その際は、原本と一緒に「原本
に相違ない旨を記載し、法人名・法人印を押した写
し」を提出してください。

※代表事項証明書等の原本は、還付を希望する場
合はお返しします。その際は、原本と一緒に「原本
に相違ない旨を記載し、法人名・法人印を押した写
し」を送付してください。

　 ※コピーの場合は、コピーに「原本に相違ない」旨を
　 記載し、法人名と法人印を押印してください。

   ※コピーの場合は、コピーに「原本に相違ない」旨を
   記載し、法人名と法人印を押印してください。

ｂ．請求者が代表者以外の場合 ｂ．請求者が代表者以外の場合

社員証、在職証明書、代表者が作成した代表者印
を押印した委任状等のいずれか

社員証のコピー、在職証明書、代表者が作成した
代表者印を押印した委任状等のいずれか

③請求者の本人確認書類 ③請求者の本人確認書類

氏名、住所が記載された官公署発行の写真付きの
もの（運転免許証、マイナンバーカード等）

氏名、住所が記載された官公署発行の写真付きの
もの（運転免許証、マイナンバーカード等）のコピー

④請求する法人の所在地が確認できる書類

②の代表事項証明書、社員証等に本店、支店、事
業所の所在地の記載がない場合は、会社のパンフ
レット、事業所一覧表、ホームページ等

⑤定額小為替（交付手数料）

―
交付手数料は郵便局の定額小為替でお願いしま
す。

⑥返信用封筒（返信先を記入し、切手を貼ったもの）

　※返信先は②または➃に記載の所在地のみ
　※私書箱への返信は不可

―

―

その他注意事項
・当該請求のみに作成された委任状その他の書面は還付できません。



添付資料一覧　【戸籍を請求する場合】

窓口請求 郵送請求

①疎明資料 ①疎明資料

請求対象者と法人の利害関係が証明できるもの
（例：契約書等のコピーなど）

請求対象者と法人の利害関係が証明できるもの
（例：契約書等のコピーなど）

※契約後、法人間での業務委託や債権譲渡がある
場合は、委託契約書・譲渡契約書のコピーも必要

※契約後、法人間での業務委託や債権譲渡がある
場合は、委託契約書・譲渡契約書のコピーも必要

※契約後、契約当時と社名が異なる場合は、履歴
事項証明書のコピーまたはホームページや会社の
パンフレット等で変更したことが分かるものも必要

※契約後、契約当時と社名が異なる場合は、履歴
事項証明書のコピーまたはホームページや会社の
パンフレット等で変更したことが分かるものも必要

②権限確認書類 ②権限確認書類

ａ．請求者が代表者の場合 ａ．請求者が代表者の場合

(1)代表者の資格を証する書面（代表事項証明書ま
たは登記事項証明書）の原本

(1)代表者の資格を証する書面（代表事項証明書ま
たは登記事項証明書）の原本

　※発行日から３ヶ月以内のもの 　※発行日から３ヶ月以内のもの

ｂ．請求者が代表者以外の場合 ｂ．請求者が代表者以外の場合

(1)代表者の資格を証する書面（代表事項証明書ま
たは登記事項証明書）の原本

(1)代表者の資格を証する書面（代表事項証明書ま
たは登記事項証明書）の原本

※発行日から３ヶ月以内のもの ※発行日から３ヶ月以内のもの

(2)社員証、在職証明書、代表者が作成した代表者
印を押印した委任状等のいずれか

(2)社員証、在職証明書、代表者が作成した代表者
印を押印した委任状等のいずれか

※(1)代表者の資格を証する書面について、支店等
が請求する場合は、支店等が記載された登記事項
証明書を提出してください。

 ※(1)代表者の資格を証する書面について、支店等
が請求する場合は、支店等が記載された登記事項
証明書を送付してください。

※(1)の代表事項証明書等の原本は、還付を希望
する場合はお返しします。その際は、原本と一緒に
「原本に相違ない旨を記載し、法人名・法人印を押
した写し」を提出してください。

※(1)の代表事項証明書等の原本は、還付を希望
する場合はお返しします。その際は、原本と一緒に
「原本に相違ない旨を記載し、法人名・法人印を押
した写し」を送付してください。

③請求者の本人確認書類 ③請求者の本人確認書類

氏名、住所が記載された官公署発行の写真付きの
もの（運転免許証、マイナンバーカード等）

氏名、住所が記載された官公署発行の写真付きの
もの（運転免許証、マイナンバーカード等）のコピー

④債権者の死亡事実がわかる住民票のコピーや
債務者と請求対象者の相続関係がわかる戸籍の
コピー

④債権者の死亡事実がわかる住民票のコピーや
債務者と請求対象者の相続関係がわかる戸籍の
コピー

⑤請求する法人の所在地が確認できる書類

②の代表事項証明書、社員証等に本店、支店、事
業所の所在地の記載がない場合は、会社のパンフ
レット、事業所一覧表、ホームページ等

― ⑥定額小為替 （交付手数料）
交付手数料は郵便局の定額小為替でお願いしま
す。

⑦返信用封筒（返信先を記入し、切手を貼ったもの）

※返信先は②または⑤に記載の所在地のみ
※私書箱への返信は不可

その他注意事項
・当該請求のみに作成された委任状その他の書面は還付できません。

―

―


